
（資料１） 

国立公文書館の機能・施設の在り方等に関する調査検討会議の開催について 

平成２６年５月１３日 

内閣府特命担当大臣決定 

１．趣旨 

日本国憲法を始めとする重要な歴史公文書等の保存・利用を担う国立公文書館の

機能・施設の在り方について、国民や利用者の視点、総合性、効率性等の観点から、

幅広く調査検討を行うため、「国立公文書館の機能・施設の在り方等に関する調査

検討会議」（以下「会議」という。）を開催する。 

２．構成員 

会議の構成員は、別紙のとおりとする。ただし、会議には、必要に応じ、構成員

以外の関係者の出席を求めることができる。 

３．会議の公開等 

会議は原則として公開するとともに、議事録を作成し、ホームページに掲載する。 

４．会議の庶務 

会議の庶務は、大臣官房公文書管理課において処理する。 

５．その他 

前各項に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、座長

が定める。 

＜構成員＞  

井上 由里子  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授  

内田  俊一   元内閣府事務次官、一般財団法人建設業振興基金理事長  

老川   祥一   株式会社読売新聞グループ本社 取締役最高顧問・主筆代理【座長】  

加藤   陽子   東京大学大学院人文社会系研究科教授  

神門   典子   国立情報学研究所情報社会相関研究系教授  

斎藤   勝利   第一生命保険株式会社代表取締役会長  

永野   和男   聖心女子大学メディア学習支援センター長・教授  

松岡   資明   株式会社日本経済新聞社文化部記者  

＜オブザーバー＞  

尾崎   護   公益財団法人矢崎科学技術振興記念財団理事長  

菊池 光興 独立行政法人国立公文書館フェロー

（敬称略、五十音順、役職は平成２６年５月１３日現在）
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